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第１章　総則
（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人福津市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が運営する事業に従事する臨時職員の就業に関し、必要な事項を定めるものとする。
２　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、労働基準法（昭和22年法律第49号）その他関係法令の定めるところによる。
（適用の範囲）
第２条　この規程において「臨時職員」とは、雇用期間を定めて随時勤務し、賃金を日給又は時給で定められた者をいう。
（就業する事業所）
第３条　臨時職員が就業する事業所は、次のとおりとする。
(１)　本会事務局
(２)　指定訪問介護事業所及び指定介護予防・日常生活支援総合事業第１号訪問事業所
(３)　指定居宅支援センターぴゅあ
（規程の遵守）
第４条　臨時職員は、本会の諸規程を遵守し、本会の指示に従い相互に協力して誠実に活動するものとする。
２　勤務時間中は、定められた職務に専念しなければならない。
第２章　人事
（採用）
 (
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)第５条　臨時職員を採用しようとするときは、面接試験又は書類選考によるものとする。
（試用期間）
第６条　新たに採用された者については、採用の日から１ヶ月を試用期間とする。
２　前項について、本会が特に認めたときは、この期間を短縮し又は設けないことがある。
３　試用期間中又は試用期間満了の際、引き続き勤務させることが適当でないと認められる者については、採用を取り消すことがある。
４　試用期間は、勤続年数に通算する。
（労働条件の明示）
第７条　雇用に際しては、本規程及び労働条件を明示し、労働契約を締結するものとする。
（提出書類）
第８条　臨時職員に採用された者は、次の書類を提出しなければならない。
(１)　履歴書
(２)　住民票記載事項証明書（源泉徴収等の作成事務、健康保険、厚生年金等に関する事務に使用するため、本人の「個人番号」が記載されたもの）
(３)　自動車運転免許証の写し（ただし、自動車運転免許証を有する場合に限る）
(４)　資格証明書の写し（ただし、何らかの資格証明書を有する場合に限る）
(５)　その他本会が指定するもの
２　前項の規定により提出された書類について変更が生じたときは、その都度速やかに、届け出なければならない。
（労働契約）
第９条　臨時職員の労働契約は、労働契約書により年度ごとに締結するものとする。
（契約の更新）
第10条　第５条の規定により採用された者のうち、会長が業務上必要と認めた場合には、契約を更新することができる。
（無期労働契約への転換）
第11条　前条の規定により期間の定めのある労働契約で雇用する臨時職員のうち、通算契約期間が５年を超える者は、別に定める様式で申込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転換することができる。
２　前項の通算契約期間は、平成25年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算するものとし、現在締結している有期労働契約については、その末日までの期間とする。ただし、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある者については、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。
３　この規程に定める労働条件は、第１項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転換した後も引き続き適用する。
（解雇）
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)第12条　臨時職員が、次の各号のいずれかに該当したときは、解雇することができる。
(１)　勤務状態が不良で、業務の遂行に支障があるとき。
(２)　健康上の理由により、業務の遂行に耐えられないとき。
(３)　故意又は重大な過失により、本会に損害を与えたとき。
(４)　事業の休止、廃止又は縮小その他事業の運営上やむを得ないとき。
(５)　その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。
（解雇の予告）
第13条　前条により臨時職員を解雇するときは、次に掲げる場合を除き、30日前までに本人に予告するか、又は平均賃金の30日分の解雇予告手当を支給する。
(１)　本人の責に帰すべき事由により解雇する場合で、労働基準監督署長の認定を受けたとき。
(２)　天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能となった場合で、労働基準監督署長の認定を受けたとき。
(３)　試用期間中の者であって、採用後14日以内に解雇するとき。
（解雇の制限）
第14条　臨時職員が業務上の傷病により療養のため休業する期間及びその後30日間は解雇しない。ただし、業務上の傷病の場合において、療養休業期間が３年を経過しても当該傷病が治らないときに臨時職員が傷病補償年金を受けているとき、若しくは受けることになったとき、又は打切補償を支払ったときは、この限りではない。
２　天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合で、労働基準監督署長の認定を受けたときは、前項の規定は適用しない。
（退職）
第15条　臨時職員が次のいずれかに該当するときは、その日を退職の日とし、臨時職員としての身分を失う。
(１)　本人の都合により退職を申出てから30日を経過したとき。ただし、会長が認めた場合はこの限りではない。
(２)　本人が死亡したとき。
(３)　雇用契約が満了したとき。
（退職手続）
第16条　臨時職員が自己の都合により退職しようとするときは30日前までに退職願を提出し、退職決定までは従前の業務に服し、業務の引継ぎを完了しなければならない。
（定年）
第17条　１年を超えて反復して雇用契約を更新する臨時職員の定年は、満65歳とし、定年に達した日の属する年度末をもって退職とする。
（再雇用）
第18条　満65歳以降については、希望者を１年ごとの雇用契約として再雇用することがで (
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)きる。
第３章　服務
（服務の基本）
第19条　臨時職員は、本会の社会的使命を自覚するとともに、法令、本会の定款その他の諸規程に従い、次に掲げる事項を遵守し職務に精励しなければならない。
(１)　就業中は身分証明書を携帯し、提示を求められたときは、速やかに応じること。
(２)　職務上知り得た秘密を他に漏らさないこと。その職を退いた後も、同様とする。
(３)　常に健康に留意し、職務に支障が生じないよう心がけること。
(４)　就業中に政治的又は宗教的活動をしないこと。
(５)　利用者の人権を尊重して、親切丁寧に接すること。
(６)　その他本会の信用を傷つけ又は不名誉となる行為をしないこと。
（二重就業の禁止）
第20条　臨時職員は、本会以外の職務に従事し、又は事業を営んではならない。ただし、事前に臨時職員より申出があり、本会の就業に支障のないものと会長が認めた場合は、この限りでない。
（ハラスメントの禁止）
第20条の２　臨時職員は、性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、他の職員の就業環境を害するようなことをしてはならない。
（損害賠償）
第21条　臨時職員が故意又は重大な過失によって本会に損害を与えたときは、その全部又は一部を賠償させることができる。
第４章　勤務時間及び休日等
（１週間の勤務時間）
第22条　臨時職員の勤務時間は、１週間について原則として28時間未満とし、月曜から金曜日まで（午前８時30分から午後５時まで）の間に割り振るものとする。
２　臨時職員の休憩時間は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他やむを得ない事情により、休憩時間を繰り上げ、又は繰り下げることができる。
(１)　１日の労働時間が６時間を超え７時間45分以下の場合、原則として午後０時15分から午後１時00分までの45分間とする。
(２)　１日の労働時間が６時間以下の場合は、業務内容などを考慮して与えることができる。
（勤務日等の指定）
第23条　臨時職員の勤務日又は勤務時間は、月間勤務予定表で指定するものとする。
（出退記録）
第24条　臨時職員は、定刻までに出勤し自ら出勤票に出勤時刻を、また、退所するときは退所時刻を記録しなければならない。
（年次有給休暇）
第25条　採用の日より６ヶ月間継続勤務し、所定労働日の８割以上出勤した臨時職員に対し、10日の年次有給休暇を与える。その後１年間継続勤務するごとに、当該１年間にお (
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)いて、所定労働日の８割以上出勤した臨時職員に対しては、下の表のとおり勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	勤　続　期　間（継　続　勤　務）
	付　与　日　数

	採用日より勤続１年６ヶ月
	11日

	採用日より勤続２年６ヶ月
	12日

	採用日より勤続３年６ヶ月
	14日

	採用日より勤続４年６ヶ月
	16日

	採用日より勤続５年６ヶ月
	18日

	採用日より勤続６年６ヶ月以上
	20日


２　前項の規定にかかわらず、週の所定労働時間30時間未満であり、かつ、週の所定労働日数が４日以下（週以外の期間によって所定労働日数を定める臨時職員については年間所定労働日数が216日以下）の臨時職員に対しては、下の表のとおり所定労働日数及び勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	週所定労　働
日　数
	１年間の所定労働日数
	雇入れの日から起算した継続勤務期間

	
	
	６ヶ月
	１年
６ヶ月
	２年
６ヶ月
	３年
６ヶ月
	４年
６ヶ月
	５年
６ヶ月
	６年６ヶ月以上

	４日
	169日～216日
	７日
	８日
	９日
	10日
	12日
	13日
	15日

	３日
	121日～168日
	５日
	６日
	６日
	８日
	９日
	10日
	11日

	２日
	73日～120日
	３日
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	７日

	１日
	48日～72日
	１日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日


３　各年度末において、臨時職員のその年に使用できる年次有給休暇に残日数があるときには、次年度に限り残日数を繰り越すことができる。ただし、半日、１時間単位の端数は、次年度に繰り越すことができない。
（病気休暇）
第26条　臨時職員が本会の業務（通勤を含む）による負傷又は疾病のため療養する必要があり、会長が療養を必要と認めたときは、医師の診断書に基づき、必要とされる期間の休暇を付与し、休業開始後賃金を受ける最初の３日間については、労働基準法に基づき平均賃金の100分の60の休業（補償）給付を支給する。
２　臨時職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められるときは、その請求により、必要最小限度の期間の病気休暇を与える。ただし、賃金は支給しない。
（出勤禁止）
第27条　会長は、臨時職員が次の各号のいずれかに該当するときは、出勤を禁止する。
(１)　病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾患にかかった者
 (
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)(２)　心臓、腎臓、肺等の疾患で労働のため病勢が著しく増悪するおそれのある疾病にかかった者
(３)　前各号に準ずる疾病で厚生労働大臣が定めるもの及び感染症予防法で定める疾病にかかった者
(４)　臨時職員の同一世帯内又はその近隣に感染するおそれのある疾病が発生し、感染のおそれのあるとき。
(５)　その他前号の規定に準ずる疾病で、医師が必要と認めたとき。
（特別休暇）
第28条　臨時職員の特別休暇は次のとおりとする。
公民権の行使
	原因
	期間

	選挙権その他公民としての権利行使
	必要と認められる期間

	裁判員、証人、鑑定人、参考人等として
国会、裁判所、地方公共団体の議会その他官公署への出頭
	必要と認められる期間


忌引き
	親　　　　族
	日　　　　　数

	配偶者（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母
	６日

	子
	３日

	祖父母
	２日（臨時職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承継を受ける場合にあっては、５日）

	兄弟姉妹
	２日

	父母の配偶者又は配偶者の父母
	２日


備考　葬儀のため遠隔地に赴く必要のある場合には、実際に要する往復日数を加算することができる。
（出張）
第29条　会長は、業務上必要があるときは、臨時職員に出張を命じることができる。
２　前項に規定する臨時職員の出張に伴う旅費は、職員等の旅費に関する規程（平成19年社協規程第28号）の定めるところによる。
第５章　賃金等
（賃金等）
第30条　臨時職員の賃金は、日給又は時間給とし、予算の範囲内で労働契約締結のときに決定する。
 (
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)（手当）
第31条　第30条の賃金のほか、次により手当を支給する。
(１)　時間外勤務手当　正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員は、正規の勤務時間を超えて勤務した全ての時間に対して、勤務を割り振られた日の１時間当たりの給与額に100分の125を、勤務を割り振られていない日に勤務を命ぜられたときは100分の135を、１か月に60時間を超える時間外勤務を命ぜられたときは100分の150を乗じて得た額を時間外手当として支給する。
(２)　通勤手当　通勤手当は、職員給与規程第４条第２項の規定による。通勤手当の額は職員給与規程第４条第２項の規定による額に、月間出勤日数を月間所定労働日数で除した値を乗じて支給する。
ただし、出張や欠勤その他の事由により通勤の実態がない場合、通勤手当は支給しない。
(３)　特別手当　予算の範囲内で会長が決定するものとする。
（賃金の支払）
第32条　月額で支給する賃金は当月の１日から末日までの分について当月の21日（その日が金融機関の休業日に当たるときは、前営業日）、日給又は時給で支給する賃金は当月の１日から末日までの分について翌月の21日に口座振込の方法で支払うものとする。
２　源泉所得税及び社会保険料等は、賃金から控除するものとする。
第６章　雑則
（安全衛生の基本原則）
第33条　臨時職員は、就業に当たって災害の未然防止に留意し、安全保持及び保健衛生の向上に努めなければならない。
２　本会は、臨時職員の安全衛生教育、健康診断の実施その他必要な処置を講ずる。
（健康診断）
第34条　臨時職員は、年１回以上本会の指定する健康診断を受けなければならない。ただし、本会の指定する健康診断を希望しないときは、他の医師から健康診断に相当する診断を受け、その結果を証明する書面を本会に提出するものとする。
２　本会は、前項の健康診断の結果によっては、臨時職員の健康保持及び疾病予防のため、就業の停止、治療その他の保健衛生上必要な措置をとるものとする。
（災害補償）
第35条　臨時職員が業務上又は通勤途上に負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、労働基準法及び労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）により災害補償を行う。
（労働保険・社会保険）
第36条　本会は、労災保険、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の適用対象者については、必要な手続きをとるものとする。
（補則）
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)第37条　この規程の施行に関し必要な事項は、会長が別に定める。
附　則
この規程は、平成30年６月１日から施行する。
附　則（令和元年12月４日社協規程第３号）
この規程は、令和２年４月１日から施行する。
[bookmark: _GoBack]附　則（令和５年３月17日社協規程第７号）
この規程は、令和５年３月17日から施行し、令和４年４月１日から適用する。
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